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米 国 会 計 基 準 採 用 の 有 無 無

1．       の連結業績 (           ～           )15年 3月 期 平 成14年 4月 1日 平 成15年 3月31日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期      123,128     2.8       2,227－          850－

14年 3月期      119,795    △9.5      △1,298－       △2,925－

１株当たり 総 資 本 売 上 高潜在株式調整後 株 主 資 本当 期 純 利 益 当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年 3月期       △5,372－         △40.48     △5.6     0.5     0.7

14年 3月期       △5,586－         △41.03 －     △5.4    △1.5    △2.4

(注 )1.持分法投資損益 15年 3月 期         △306百万円 14年 3月 期         △313百万円
2.期中平均株式数(連結) 15年 3月 期    132,725,015株 14年 3月 期    136,149,215株
3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )連結財政状態
総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
     181,275       92,920     51.3        709.8615年 3月期
     190,817       99,638     52.2        737.6814年 3月期

(注 )期末発行済株式数 (連結 ) 15年 3月 期    130,900,899株 14年 3月 期    135,070,165株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
         644     △10,408        6,393      18,55715年 3月期

14年 3月期        1,832      △2,080       △3,691       21,926

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社   11     0     1

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    2     0     0     0

2．      の連結業績予想 (           ～           )16年 3月期 平 成15年 4月 1日 平 成16年 3月31日
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円
中 間 期       42,000      △2,600       △1,600

通 期      107,000        1,200          600

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           4円 58銭

  上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 捨 て し て 表 示 し て お り ま す 。 業 績 予 想 は 現 時 点 で 入 手 可 能 な 情 報
に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま
す 。



１．企業集団の状況

当社のグループは、当社、子会社２８社及び関連会社３社で構成され、鉄鋼・鋳鋼製品、鋼製構造物・機械製品及び
その他製品等の製造販売を主な内容として事業活動を展開しています。

当グループの事業に係わる位置づけは次の通りです。
鉄 鋼 ・ 鋳 鋼 製 品 … 当社が製造販売する他、一部については非連結子会社三興機鋼㈱、佐藤機材㈱及び関

連会社北海道管材㈱を代理店としています。又、工事関係については、連結子会社栗
本バルブエンジニアリング㈱に委託しています。

鋼製構造物・機械製品 … 当社が製造販売する他、一部については連結子会社栗本建材㈱が製造し当社が仕入れ
て販売しています。又、工事関係については、連結子会社栗鉄工事㈱及びクリモト・
メンテナンス㈱、関連会社栗本建設工業㈱に委託しています。

そ の 他 製 品 … 当社が製造販売する他、連結子会社栗本化成工業㈱、非連結子会社栗本コンクリート
工業㈱が製造し当社が仕入れて販売しています。

当グループの製品の一部は、連結子会社栗本商事㈱を通じて販売されています。

事業の系統図は次の通りです。

得 意 先

製 製 製
品 品 品

非連結子会社 連結子会社 非連結子会社
栗本ｴﾝﾊﾞｲﾛ㈱ 栗本商事㈱ ｴｰｼﾞｰｱｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 製 製

関連会社 ｸﾘﾓﾄﾒｯｸ㈱ ㈱ケィ・テック
㈱アルト技研 非連結子会社

三興機鋼㈱
㈱ｴﾌｲｰｼｰ 品 品
佐藤機材㈱

関連会社
北海道管材㈱

製 製
品 品

当 社

鉄 鋼 ・ 鋳 鋼 製 品 鋼製構造物・機械製品 そ の 他 製 品

製 工事請負 工 製 製 製
連結子会社 事

品 請 品 品 品栗本ﾊﾞﾙﾌﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱
負

連結子会社 連結子会社 連結子会社 連結子会社
ｸﾘﾓﾄ･ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱ 栗鉄工事㈱ 栗本建材㈱ 栗本化成工業㈱

非連結子会社 ｸﾘﾓﾄ･ﾒﾝﾃﾅﾝｽ㈱ 非連結子会社 非連結子会社
㈱佐世保メタル 関連会社 栗本ｺﾝｸﾘｰﾄ工業㈱（持分法適用会社） 司大将作工業股分有限公

栗光股分有限公司 栗本建設工業㈱ ﾌﾟﾗﾝﾂｴｺｻｲｸﾙ㈱
栗本細野㈱

不動産賃貸その他 業務請負業 廃棄物再生事業 運送業 貸金業
非連結子会社 連結子会社 非連結子会社 連結子会社 連結子会社

栗本不動産㈱ ﾋﾟｰ･ｴｽ･ﾃｨ㈱ クリモトソーワ㈱ 栗本物流㈱ ｸﾘﾓﾄﾌｧｲﾅﾝｽ㈱
非連結子会社 土壌調査事業

栗本人材センター㈱ 非連結子会社
ｸﾘﾓﾄ情報ｼｽﾃﾑ㈱ ｸﾘﾓﾄｿｲﾙﾊﾞﾝｸ㈱
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２． 経 営 方 針

１．経営の基本方針
当社グループは、進むべき主な事業領域を「環境」と「インフラ」と定めております。その事業

領域において、トータル・クォリティー・サービスで、お客様の信頼を得、お客様満足第一のモノ
づくりに徹して、独自の価値を提供することを目指しております。

２．利益配分に関する基本方針
当社は従来より、株主の皆様に対する利益還元を最重要政策のひとつと位置づけており、経営基

盤強化のための設備投資や技術開発に充当するための内部留保に留意しながら、安定的・継続的に、
配当を実施することを基本方針としております。

３．中長期的な経営戦略

当社は、従来からの業績回復諸施策をさらに拡大し、経営体質強化に向けての新たな取組みに着
手してまいります。具体的には、公共事業縮減という環境の変化に対し、「環境・エネルギー・生
活密着・海外」をキーワードにした新事業・新商品の早期開発をＭ＆Ａ・アライアンスも視野に入
れ強力に推進するとともに、事業・事業所の再編や海外も含めた営業・技術開発・生産体制の見直
しもはかり、収益率を重視した経営に全力を傾注する所存であります。

鉄管部門では、成長市場として注目される水道事業の民間委託の総合管理会社である㈱ジェイ・
チームへの参画で受注拡大をめざします。

重点事業分野である環境関連では、ごみ炭化システムなど脱焼却や産業廃棄物・民間リサイクル
設備の拡販や既設施設のリニューアル提案の強化をはかるとともに土壌浄化処理、飲料缶処理、
家畜糞尿処理などの事業化をすすめ、エネルギー分野では、ＣＮＧ（圧縮天然ガス）ステーション
の事業化や燃料電池の技術開発をすすめてまいります。

一方で、バルブ部門・機械部門の産業機械関連では、中国を中心としたアジアなど、海外市場で
の需要創造および海外調達の促進・海外生産拠点の機能強化で国際競争力の強化につとめてまいり
ます。

経営体質強化策としまして、新社長体制のもと、戦略経営を強力に展開するため、本社を戦略機
能の「総合企画室」と調整機能の「総合調整室」に再編しました。また、本支社店長をメンバーと
する地域戦略会議を制度化し、受注確保を命題に営業戦略を推進してまいります。また、本年４月
より成果主義を基軸とした新人事制度がスタートし、社員の意識・行動、組織風土の変革を進めて
まいります。

このような経営戦略の展開により、収益性や株主価値、資本効率の観点からＲＯＥ・ＲＯＡ、キ
ャッシュフローの向上をはかり、企業価値を高めるべく努力してまいります。

４．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況
当社では、株主価値、顧客価値、従業員価値など企業価値を継続的に高めていくために、コーポ

レートガバナンスが重要であるという経営の基本方針のもと、その強化をはかるため以下のとおり
施策を実施してまいりました。
①執行役員制度の導入

平成14年度より個別カンパニーの部門長を執行役員とする「執行役員制度」を導入いたしました。
本制度は、個別事業の運営に関する権限を執行役員に委譲し、経営と業務執行機能を明確に分離
することにより、経営環境の変化に迅速に対応できる体制を確立いたしました。

②コンプライアンスを徹底するためのガバナンスの確立
公共事業のウエイトの高い当社としては、社会的責任の観点からもコンプライアンスを経営の
重要な課題と位置づけております。「企業理念」の実践にあたり、遵守すべき基本的な心構えと
して、すでに制定済の「企業行動基準」を社長を委員長とする「企業行動基準推進委員会」を
中心にグループ内の徹底をはかるとともに、企業倫理の向上につとめております。

③ディスクロージャーとのコミュニケーションの強化
機関投資家に対する定期的な決算説明会・工場見学等対応に加えて、ホームページの充実など、
経営内容の透明性の向上及び公正な情報開示につとめております。
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３．経営成績及び財政状態

１．当期の概況
当期におけるわが国経済は、デフレ経済のもと、アメリカ経済の先行き懸念、公共投資の縮減、

民間設備投資・個人消費や株式市場の低迷、不良債権処理の遅れなど、経済環境は引き続き厳しい
状況で、景気の回復力は未だ脆弱なものに止まっています。

このような状況のもとで、当社グループは経営体質の改善・強化に向けて業績回復諸施策を推進
し、受注・売上の回復、収益の確保につとめてまいりました。

受注面では、市場環境は依然として厳しいなか、公共事業関連の環境部門・鉄構部門、民需関連
部門で減少となりました。

売上面では、機械部門の環境関連や鉄構部門、新規事業部門で増加となりましたが、鉄管部門や
バルブ、建材、土木工事部門で減少となりました。

この結果、連結売上高は１，２３１億円（前期比２．８％増）となりました。
利益面では、人員削減や報酬カットを中心とした固定費や営業費などの削減により、営業損益、経
常損益ともに改善し、経常利益は８億円となりました。しかしながら、早期退職制度による加算金
や有価証券評価損などの特別損失の計上により、当期純損失は５３億円となりました。

セグメント別では、鉄鋼・鋳鋼製品については、上下水道関連の公共事業費の縮減に加え電力・
鉄鋼など民間の設備投資も一段と抑制され厳しい市場環境で、売上高４６２億円、営業損失５千万
円となり、鋼製構造物・機械製品については、ガス化溶融炉、炭化プラントなどが完成したことで、
売上高６６２億円、営業利益２１億円となり、その他製品については、化成品のコスト削減効果に
より売上高１０６億円、営業利益６億円となりました。

なお、配当金につきましては、中間期において１株あたり２円の配当を実施しました。期末配当
につきましても、厳しい経営状況ではありますが、１株あたり２円の配当とさせていただく予定で
あります。
これにより年間を通じて１株当たり４円となります。

２．財政状態

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より３３億円減
少し１８５億円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前純損失８０億円に減価償却費等の非資金項

目と売上債権を中心とする流動資産、仕入債務を中心とする流動負債等の増減を加味した結果、６
億円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
投資活動によるキャッシュ・フローは、ファイナンス子会社を設立しグループ内ファイナンスを

進めた結果、貸付による支出増及び投資有価証券の増加等で、１０４億円の支出となりました。
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、ファイナンス子会社の運転資金の借入により、短期借入
金が増加し６３億円の収入となりました。

なお、当下半期よりキャッシュ・マネジメント・システムを活用したグループファイナンスを展
開しており、当社グループの金融収支の改善を一層図ってまいります。

なお、キャッシュフロー指標のトレンドは以下のとおりです。

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期 平成１５年３月期

自己資本比率(%) ５５．１ ５２．６ ５２．２ ５１．３

時価ベースの自己資本比率(%) １９．３ １５．９ １４．７ １１．５

債務償還年数(年) ４．２ － １５．３ ５５．５

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ ９．３ － ２．９ １．２

（注）自己資本比率：自己資本／総資産
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い
１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。
２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。
３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち
利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キ
ャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

４．平成１３年３月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては営業
キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。
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３．平成１６年３月期の見通し

今後のわが国経済は、本格的な景気回復が見込めないなかで、個人消費・設備投資は依然として
低い水準で推移すると予想されるなど懸念材料も多く、景気の先行きは予断を許さないものと思わ
れます。当社の今後の見通しにつきましては、公共事業関連の縮減や民需関連の設備投資低迷によ
る競争激化で、引き続き厳しい状況が予想されます。このような状況にあって、当社は、顧客満足
の追求を基本理念として、業績の早期回復に向け、全社挙げて収益性の改善につとめてまいります。

収益改善策としましては、人件費・外部流出費などの徹底したコスト削減と設備投資の抑制・資
産圧縮などによる財務体質の改善で、利益体質の確立につとめてまいります。

以上の諸施策を強力に推進し、グループをあげて業績の回復に努力する所存であります。
次期の連結業績としましては、売上高１，０７０億円、経常利益１２億円、当期純利益６億円を

見込んでおります。

－５－



連 結 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

当 期 前 期 当 期 前 期
科 目 増 減 科 目 増 減

15.3.31現在 14.3.31現在 15.3.31現在 14.3.31現在

(資産の部) 181,275 190,817 △ 9,542 (負債の部) 88,354 91,178 △ 2,824

流 動 資 産 97,914 110,106 △12,192 流 動 負 債 72,534 65,955 6,578
現 金 及 び 預 金 17,439 20,709 △ 3,269 31,110 34,427 △ 3,317支払手形及び買掛金

受取手形及び売掛金 48,868 53,510 △ 4,642 短 期 借 入 金 17,411 7,640 9,770
有 価 証 券 2,190 1,657 533 9,134 3,801 5,333一年以内償還予定社債

た な 卸 資 産 20,468 28,971 △ 8,502 未 払 法 人 税 等 464 226 237
繰 延 税 金 資 産 559 629 △ 70 未 払 費 用 2,554 3,100 △ 545
その他の流動資産 8,722 4,749 3,972 前 受 金 6,065 10,622 △ 4,556

貸 倒 引 当 金 △ 334 △ 121 △ 213 賞 与 引 当 金 1,328 1,933 △ 604
設 備 支 払 手 形 196 555 △ 359
その他の流動負債 4,268 3,647 620

固 定 資 産 83,360 80,710 2,649 固 定 負 債 15,820 25,223 △ 9,403
有形固定資産 51,668 53,900 △ 2,231 社 債 5,148 14,382 △ 9,234
建 物 及 び 構 築 物 10,985 11,844 △ 859 長 期 借 入 金 4,044 2,213 1,831

機械装置及び運搬具 9,999 11,635 △ 1,636 退 職 給 付 引 当 金 6,327 8,192 △ 1,864
工 具 器 具 備 品 1,066 1,262 △ 196 299 435 △ 135役員退職慰労引当金

土 地 28,753 28,716 36

建 設 仮 勘 定 864 440 423 (資本の部) 92,920 99,638 △ 6,717
無形固定資産 303 431 △ 127 資 本 金 31,186 31,186 -
投資その他の資産 31,388 26,379 5,008 資 本 剰 余 金 28,714 28,950 △ 235

投 資 有 価 証 券 18,139 15,529 2,610 利 益 剰 余 金 33,587 39,516 △ 5,928
繰 延 税 金 資 産 10,255 7,038 3,217 土 地 評 価 差 額 金 5 - 5
その他の投資その他の資産 5,154 4,196 957 △ 38 △ 13 △ 25その他有価証券評価差額金

貸 倒 引 当 金 △ 2,161 △ 384 △ 1,776 自 己 株 式 △ 534 △ 1 △ 533

合 計 181,275 190,817 △ 9,542 合 計 181,275 190,817 △ 9,542

－６－



連 結 損 益 計 算 書
（単位：百万円）

当 期 前 期
科 目 増 減

14.4.1 ～ 15.3.31 13.4.1 ～ 14.3.31

Ⅰ 売 上 高 １２３，１２８ １１９，７９５ ３，３３２
Ⅱ 売 上 原 価 ９７，７６４ ９４，７９９ ２，９６４

売 上 総 利 益 ２５，３６３ ２４，９９５ ３６７

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ２３，１３５ ２６，２９４ △３，１５８
営 業 利 益 ２，２２７ － ２，２２７
営 業 損 失 － １，２９８ △１，２９８

Ⅳ 営 業 外 収 益 ８７４ ９７３ △ ９８

受 取 利 息 及 び 配 当 金 （ ４３９） （ ３４３） （ ９５）
そ の 他 の 営 業 外 収 益 （ ４３５） （ ６２９） （△ １９４）

Ⅴ 営 業 外 費 用 ２，２５１ ２，６００ △ ３４８

支 払 利 息 （ ５２０） （ ６５６） （△ １３５）
そ の 他 の 営 業 外 費 用 （ １，７３０） （ １，９４４） （△ ２１３）
経 常 利 益 ８５０ － ８５０

経 常 損 失 － ２，９２５ △２，９２５
Ⅵ 特 別 利 益 １，０１４ ２，２５６ △１，２４２

前 期 損 益 修 正 益 （ １７） （ ４７） （△ ２９）
固 定 資 産 売 却 益 （ ９０５） （ １，５２９） （△ ６２３）

投 資 有 価 証 券 売 却 益 （ ９１） （ ６８０） （△ ５８９）
Ⅶ 特 別 損 失 ９，９１４ ８，２２１ １，６９３

投 資 有 価 証 券 売 却 損 （ ２１） （ ６） （ １４）

投資有価証券等評価損 （ ２，０７０） （ ２，８６５） （△ ７９５）
退職給付会計基準変更時差異 （ １，３８７） （ １，３８６） （ ０）
早 期 退 職 加 算 金 （ ３，３６０） （ １，４５８） （ １，９０２）
貸 倒 引 当 金 繰 入 （ １，６５７） （ －） （ １，６５７）

事 業 再 編 損 失 （ ７３３） （ １，５５２） （△ ８１８）
そ の 他 （ ６８３） （ ９５１） （△ ２６７）

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 ８，０５０ ８，８９０ △ ８４０

法人税、住民税及び事業税 ４４７ ３９６ ５１
法 人 税 等 調 整 額 △３，１２５ △３，６９９ ５７４
当 期 純 損 失 ５，３７２ ５，５８６ △ ２１４

連 結 剰 余 金 計 算 書

（単位：百万円）

当 期 前 期

科 目 増 減
14.4.1 ～ 15.3.31 13.4.1 ～ 14.3.31

（資本剰余金の部）
Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ２８，９５０ ２９，５６４ △ ６１４

Ⅱ 資 本 剰 余 金 減 少 高 ２３５ ６１４ △ ３７８
自 己 株 式 消 却 額 （ ２３５） （ ６１４） （△ ３７８）

Ⅲ 資 本 剰 余 金 期 末 残 高 ２８，７１４ ２８，９５０ △ ２３５

（利益剰余金の部）
Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ３９，５１６ ４５，９３９ △６，４２２
Ⅱ 利 益 剰 余 金 減 少 高 ５，９２８ ６，４２２ △ ４９３

当 期 純 損 失 （ ５，３７２） （ ５，５８６） （△ ２１４）
配 当 金 （ ５３５） （ ８２１） （△ ２８５）
役 員 賞 与 （ ２０） （ １４） （ ６）

Ⅲ 利 益 剰 余 金 期 末 残 高 ３３，５８７ ３９，５１６ △ ５，９２８

－７－



連結キャッシュ・フロー計算書
(単位：百万円)

当 期 前 期
項 目

14.4.1～15.3.31 13.4.1～14.3.31

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 △ ８，０５０ △ ８，８９０
減 価 償 却 費 ３，７５２ ４，４２０
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 ５６６ －
売 上 債 権 の 増 加 （ △ ） ・ 減 少 額 △ ８３１ ８，５２４
仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △ ３，３５６ △ １，６４５
貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 １，９８９ １１２
退職給付引当金の増加・減少（△）額 △ １，８６４ △ ７６９
有 価 証 券 等 評 価 損 益 ２，０７６ ２，８４０
早 期 退 職 加 算 金 ３，３６０ １，４５８
役 員 賞 与 の 支 払 額 △ ２０ △ １４
棚 卸 資 産 の 増 加 （ △ ） ・ 減 少 額 ８，５０２ ８９２
受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ ４３９ △ ３４４
支 払 利 息 ５２０ ６５６
有 価 証 券 売 却 損 益 △ ５０ △ ５７７
有 形 固 定 資 産 売 却 損 益 △ ８８２ △ １，５１７
そ の 他 資 産 の 増 加 （ △ ） ・ 減 少 額 △ １８８ ７２６
そ の 他 負 債 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △ ９７５ △ １，０７６

小 計 ４，１１０ ４，７９８
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ６１９ ３１０
利 息 の 支 払 額 △ ５３３ △ ６２７
早 期 退 職 加 算 金 の 支 払 額 △ ３，３６０ △ １，４５８
法 人 税 等 の 支 払 額 △ １９１ △ １，１９１

営業活動によるキャッシュ・フロー ６４４ １，８３２

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定 期 預 金 の 増 加 （ △ ） ・ 減 少 額 △ ５９９ １，９３６
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ ７，１１８ △ ２，０８１
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ２，５７８ １，５１８
有形・無形固定資産の取得による支出 △ ２，２８８ △ ３，３６２
有形・無形固定資産の売却による収入 １，２０５ ３，２３３
短 期 貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出 △ ７，４９６ －
短 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ２，３８０ －
長 期 貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出 △ ６３９ △ ２３３
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ４６９ １３１
設備関係受取手形の増加（△）・減少額 １，２９１ △ ２，３１４
そ の 他 固 定 資 産 の 増 加 額 △ ４９５ △ １，２２７
そ の 他 固 定 資 産 の 減 少 額 ３０４ ３１９

投資活動によるキャッシュ・フロー △１０，４０８ △ ２，０８０

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短 期 借 入 金 の 調 達 ２６，２８５ ５，２８０
短 期 借 入 金 の 返 済 △１７，０７５ △ ５，２５８
長 期 借 入 金 の 調 達 ３，０００ －
長 期 借 入 金 の 返 済 △ ６０８ △ ６１９
配 当 金 の 支 払 額 △ ５３６ △ ８２１
自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 △ ７６９ △ ６１４
社 債 償 還 に よ る 支 出 △ ３，５００ －
転 換 社 債 償 還 に よ る 支 出 △ ３０１ △ １，６５８
社 債 の 消 却 に よ る 支 出 △ １０１ －

財務活動によるキャッシュ・フロー ６，３９３ △ ３，６９１

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 １ １
Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 △ ３，３６９ △ ３，９３７
Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 ２１，９２６ ２５，８５７
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － ６
Ⅷ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 １８，５５７ ２１，９２６

－８－



連 結 財 務 諸 表 作 成 の た め の 基 本 と な る 事 項

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社 １１社 （新規）２社 クリモトファイナンス㈱ クリモトメック㈱
非連結子会社１７社 （新規）３社 クリモト情報システム㈱ プランツエコサイクル㈱

クリモトソイルバンク㈱
２．持分法に関する事項

持分法適用関連会社 １社
非連結子会社１７及び関連会社２社は、それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微
であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外している。

３．会計処理基準に関する事項
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

売 買 目 的 有 価 証 券 時価法
売却原価は移動平均法により算定している。

そ の 他 有 価 証 券 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法
評価差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定している。

時価のないもの 移動平均法による原価法
（２）デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法
（３）たな卸資産の評価基準及び評価方法

製 品 ・ 仕 掛 品 総平均法および個別法による原価法
原 材 料 ・ 貯 蔵 品 移動平均法による原価法

（４）固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産 定率法を採用している。ただし、平成１０年４月以降取得した建物

（建物附属設備を除く）については定額法、取得価額１０万円以上
２０万円未満の少額減価償却資産については３年間の均等償却。

無 形 固 定 資 産 定額法を採用している。自社利用のソフトウェアについては社内に
おける利用可能期間（５年) に基づく定額法。

（５）引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備え、一般債権については貸倒実績率等に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上している。

賞 与 引 当 金 従業員に対する賞与支給に備え、賞与支給見込額を計上している。
退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において
発生していると認められる額を計上している。
なお、退職給付会計適用に伴う変更時差異（△4,159百万円）につ
いては、３年による按分額を費用処理している。
また、数理計算上の差異は各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ
ととしている。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額
を計上している。

（６）収益および費用の計上基準
親会社は、請負工事の収益計上は、工事完成基準によっているが、長期大型工事（工期２年以上か
つ請負金額１０億円以上）については、工事進行基準を採用している。

（７）リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（８）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理の方法は税抜方式によっている。

４．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月
以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

－９－



〔注 記 事 項〕
(連結貸借対照表関係)
1.有形固定資産の減価償却累計額 70,029百万円 (前期 69,693百万円）
2.保 証 債 務 3,451百万円（前期 1,987百万円）
3.連結会計年度末日満期手形 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって

決済処理している。なお、前連結会計年度の末日は金融機関の休日であ
ったため、次の満期手形が前連結会計年度末残高に含まれている。
受 取 手 形 -百万円 （前期 4,450百万円）
支 払 手 形 -百万円 （前期 2,390百万円）
設備支払手形 -百万円 （前期 5百万円）

(連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書関係)
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 17,439百万円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △ 1,040百万円
有価証券に含まれる現金同等物 2,157百万円
現金及び現金同等物 18,557百万円

(リース取引関係)
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
取得価額相当額 502百万円（前 期 482百万円）
減価償却累計額相当額 253百万円（前 期 222百万円）
期 末 残 高 相 当 額 248百万円（前 期 259百万円）

※上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」である。
② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 94百万円（前 期 95百万円）
１年超 153百万円（前 期 163百万円）
合計 248百万円（前 期 259百万円）

（注）取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、連結財務諸表規則第１５条の３
において準用する財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法によ
っている。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料 100百万円（前 期 169百万円）
減価償却費相当額 100百万円（前 期 169百万円）

④ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
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セ グ メ ン ト 情 報

（１）事業の種類別セグメント情報
当 期(平成１４年４月～平成１５年３月） （単位：百万円）

鉄鋼・鋳鋼製品 消 去 又鋼製構造物・機械 そ の 他 製 品 計 連 結及 び 関 連 製 品 は 全 社製品及び関連製品
Ⅰ．売上高及び営業損益

売 上 高
(1) 46,278 66,210 10,639 123,128 - 123,128外部顧客に対する売上高
(2) 123 431 370 924 ( 924)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高･内部振替高

計 46,401 66,641 11,009 124,052 ( 924) 123,128
営 業 費 用 46,455 64,496 10,348 121,300 ( 399) 120,900

営 業 損 益 △ 54 2,144 661 2,752 △ 524 2,227

Ⅱ．資産､減価償却費及び資本的支出
資 産 58,099 49,590 22,943 130,634 50,641 181,275
減 価 償 却 費 1,987 1,312 299 3,599 153 3,752
資 本 的 支 出 620 878 241 1,740 40 1,781

前 期(平成１３年４月～平成１４年３月） （単位：百万円）
鉄鋼・鋳鋼製品 消 去 又鋼製構造物・機械 そ の 他 製 品 計 連 結及 び 関 連 製 品 は 全 社製品及び関連製品

Ⅰ．売上高及び営業損益
売 上 高

(1)外部顧客に対する売上高 54,943 55,398 9,453 119,795 - 119,795
(2) 1,956 632 402 2,991 (2,991)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高･内部振替高

計 56,899 56,031 9,856 122,787 (2,991) 119,795
営 業 費 用 56,884 56,649 10,551 124,085 (2,991) 121,094

営 業 損 益 14 △ 618 △ 694 △ 1,298 - △ 1,298

Ⅱ．資産､減価償却費及び資本的支出
資 産 71,842 60,468 9,088 141,399 49,417 190,817
減 価 償 却 費 2,457 1,379 377 4,214 206 4,420
資 本 的 支 出 1,501 2,389 249 4,140 117 4,258

（注）１．事業区分は、製造方法・製造過程の類似性により区分している。
２．各事業の主な製品

(1) 鉄鋼・鋳鋼製品及び関連製品
ダクタイル鉄管、異形管、付属品、各種調節弁、特殊鋳鉄及び鋳鋼、各種水道工事、土木工事の調査・
設計・施工

(2) 鋼製構造物・機械製品及び関連製品
橋梁・水門・水管橋、各種産業機械及びプラント、粗大ごみ処理施設、各種プレス、各種ダクト

(3) その他製品

各種ＦＲＣ製品、ポリコンＦＲＰ管、各種合成樹脂成型品
３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当期50,641百万円(前期は49,477百万円)であり、

その主なものは、親会社での余資運用資金（現預金及び有価証券 、長期投資資金（投資有価証券）及び管）
理部門に係る資産等である。

（２）所在地別セグメント情報
全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90%を超えて
いるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。

（３）海 外 売 上 高
海外売上高が、連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略している。
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受注及び販売の状況
（単位：百万円・％）

当 期 実 績 前 期 実 績
期 別

１４．４．１～１５．３．３１ １３．４．１～１４．３．３１
項 目

金 額 構 成 率 金 額 構 成 率

売 上 高 １２３，１２８ １００．０ １１９，７９５ １００．０
鉄 鋼 ・ 鋳 鋼 製 品 ４６，２７８ ３７．６ ５４，９４３ ４５．９
鋼製構造物・機械製品 ６６，２１０ ５３．８ ５５，３９８ ４６．２
そ の 他 製 品 １０，６３９ ８．６ ９，４５３ ７．９

受 注 高 １０５，７０８ １００．０ １２１，５７９ １００．０
鉄 鋼 ・ 鋳 鋼 製 品 ４３，１２９ ４０．８ ４９，３９４ ４０．６
鋼製構造物・機械製品 ５１，５７１ ４８．８ ６２，５５２ ５１．５
そ １１，００７ １０．４ ９，６３１ ７．９の 他 製 品

有 価 証 券

１．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

株式 ９，０７５ ７，２２２ △ １，８５３
債券

国債等 ２９７ ３００ ３
その他 ２，３１１ ２，０５８ △ ２５２

合計 １１，６８４ ９，５８１ △ ２，１０２

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
(1)その他有価証券

優先出資証券 ４，０００
ＭＭＦ等 ２，１５７
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